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1．はじめに
　2015 年 10 月から日本国内に居住する全住民に 12 桁の個人番号（以下、マイナンバーと略記）




























れば、マイナンバーを利用することができる（番号法第 9 条 2 項）。榎並ら（2013：207）が指摘




























































　番号法に関する政策立案は、2009 年 12 月に政府税制調査会が「平成 22 年度税制改正大綱～
納税者主権の確立へ向けて～」で言及したことに端を発した。これに基づき、当時の民主党の鳩
山内閣は、2010 年 2 月に「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会」を設置し、マイナ
ンバーのあるべき姿に関して、全 6 回の会合を開催した。ここでの議論を踏まえて同年 6 月に、
当該検討会は「中間とりまとめ」を公表し、実務的な検討を行うため、同年 11 月、政府・与党
社会保障改革検討本部の下部組織として、「社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会」
を設置した。同年 12 月、当該実務検討会は「中間整理」を公表し、管内閣は同月 14 日に「社会
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保障改革の推進について」を閣議決定した。
　翌 2011 年 6 月 30 日に菅内閣は、「社会保障・税番号大綱」を決定した。当時、国会では、い
わゆる「消えた年金」と「歳入庁」創設構想がマイナンバーと結びつけられて議論されていた（5）。
2012 年 2 月 14 日、野田内閣は番号法案を第 180 回通常国会に提出した。同年 11 月 16 日に衆議
院の解散とともに、法案は廃案となり、同年 12 月 26 日発足した第 2 次安倍晋三内閣（自民党）
に引き継がれた。その後、2013 年 3 月 1 日に、第 2 次安倍内閣は番号法案を閣議決定し、第 183
回通常国会に再提出した。安倍首相は参議院本会議で、消費税引上げ分を子育て・年金に充当す
る関係法案の成立に触れながら、より公平な社会保障・税制度の基盤となる番号法案の趣旨説明
及び国会への提出を報告した（6）。同年 5 月 24 日に、提出法案は可決・成立され、同月 31 日、番
号法が公布された。
　このように、番号法の成立過程は、政府税調が言及した 2009 年 12 月から法案が可決される
2013 年 5 月までの間、相次ぐ首相交代や衆議院解散、政権交代を経た。マイナンバー制度を企
画した民主党は、法案成立時には下野していたため、衆参いずれにおいても法案通過時に附帯決












事務（照会事務）を行う際、② A 氏が住む市の市役所（情報提供者）に対し、A 氏の納税情報
（提供情報）の提供を求めることができる。この場合、実務では、A 氏の納税情報を保有する市


































































































と、国は、2003 年 5 月に「個人情報の保護に関する法律（2003 年 5 月。以下、個人情報保護法





























が進められた。2015 年 7 月 1 日の総務政策常任委員会で、自民党の市川和広が、他の都道府県
の条例制定状況について尋ねたところ、政策局情報企画部情報企画課長は、他の都道府県への照
会状況を明らかにした（15）。また、2015 年まで 5 年間、同部 IT 推進担当課長を務めた大山幸信
は、県としてのマイナンバー対応について、全国課長会での勉強会を通じて検討を進めてきたと
述べた（富士通総研、2016：10）。東京都は、③新設条例方式を基本とした議論を展開している。

































　東京都は、2015 年 10 月 15 日に「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供に関する条例」を、
同年 12 月 24 日に「東京都特定個人情報の保護に関する条例」を、新設により整備した。条例の
内容を単純化すると、マイナンバーについて、前者が「活用」、後者が「保護」に関する条例で
あり、2 本立てとして条例を新設した。
















を制度に反映させながら設計してきた経緯があるため、複雑なものとなっている。2017 年 9 月


















　結局、都が「独自条例」を制定するとの方向性を決めたのは、翌年の 2015 年 3 月だった。こ















　その後、東京都審議会は同年 12 月 24 日に「中間のまとめ」を公表し、翌 2015 年 3 月に答申
した。この間、「中間のまとめ」に対し、2015 年 1 月 23 日までパブリックコメントを行い、同
年 1 月 16 日には都内区市町村との意見交換会等も開催された（26）。
3.1.3　議会での議論
　東京都では、2015 年第 3 回定例会および総務委員会で「活用条例」案を、同年第 4 回定例会
および文教委員会で「保護条例」案を審議した。
　2015 年第 3 回定例会の本会議は、条例案の内容よりも、制度そのものへの是非が中心となり、

















本会議開催前の 2015 年 9 月 16 日で、共産党の徳留道信やかがやけ Tokyo の上田が、都におけ
るマイナンバーにアクセスする端末のセキュリティ状況等について、資料要求を行った（38）。こ
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　同年 10 月 5 日、共産党の徳留は、東京都の「活用」条例に盛り込んだ都独自の難病等医療費
助成等の事務について、現状において対応できているとして、提出議案 6 本全てに反対した。
　これらの議論を踏まえ、2015 年第 3 回定例会で「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供に関
する条例（2015 年）」は可決された。
　さらに、都生活文化局は、「保護条例」案を 2015 年第 4 回定例都議会に提出した。マイナン
バーを含む個人情報に特化した保護策をまとめた「保護条例」案として提出した 2015 年第 4 回




















　以上の議論を踏まえ、2015 年第 4 回定例会で「東京都特定個人情報の保護に関する条例（2015
年）」は可決された。
3.2　神奈川県の条例整備過程
　神奈川県では、「保護」に関する条例整備が先行し、2015 年 3 月 20 日に従来の「神奈川県個
人情報保護条例（1990 年）」を一部改正し、まずは個人情報の定義等を番号法に準えた。その後、
「活用」に関する条例整備が行われ、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づく個人番号の利用範囲を定める条例（2015 年）」が同年 10 月 20 日に新設
された。



























づく制度運用をしている。同条例は、平成 21 年 4 月 1 日から起算して 5 年ごとの検討を求めて
おり（同条例附則 4）、2014 年は番号法の公布に加え、まさにこの検討時期であったため、県の
個人情報保護制度の見直しについて、同年 7 月、神奈川県審議会に対し諮問した（48）。
　その後、同年 9 月 8 日から始まる県議会第 3 回定例会に向けて「骨子案」を報告し、同年 10




第 3 回定例県議会に、まずは「骨子案」の報告を行ってから、2015 年第 1 回定例議会に提出し
た。
　神奈川県では、情報化施策を所管する政策局が、「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用範囲を定める条例」を 2015 年第 3 回定
例会に提出し、同条例は同年 10 月 20 日に制定された。





　なお、神奈川県では、条例ではないが、保護策に特化した文書として、県政策局は 2015 年 11
月 9 日に「神奈川県特定個人情報等安全管理基本方針」を策定している（50）。
3.2.3　議会および委員会での議論
　県では、2014 年第 3 回定例会及び総務政策委員会で「保護条例」の改正案の「骨子」を報告
し、2015 年第 1 回定例会で同「保護条例」の一部改正案を審議した。その後、同年第 3 回定例
会で「活用条例」案を審議した後、2017 年第 1 回定例会で同「活用条例」案の一部改正案を審
議した。
　神奈川県では、「保護条例」の一部改正がマイナンバーに関する議会で最初の上程となった。









　2015 年 9 月 8 日の第 3 回定例会では黒岩祐治知事から、条例案について、番号法で定める事
務以外で、県が独自にマイナンバーを利用する事務等を定めるため、条例を制定するものである
と説明を行った（53）。同年 9 月 17 日には、民主党の中村武人議員が一般質問で、個人情報の流出
の危険性や、自己情報のコントロール権がないがしろにされるのではないかといった問題を指摘
した（54）。黒岩知事は、県として、事業者向けの説明会を開催や、事業者団体が実施する研修会
に講師を派遣する等の対策について回答した（55）。2015 年 10 月 15 日に共産党の君嶋ちか子は、
条例案に対して　マイナンバーによる国の国民管理や情報漏洩による被害の大きさを挙げて、反









　活用条例の改正にあたっては、2017 年第 1 回定例会で、神奈川ネットワーク運動だけが若干
言及している。2017 年 3 月 24 日の本会議において、活用条例の改正は第 27 号議案として提出
されていたが、同会派の佐々木ゆみこ議員が、2017 年度予算案並びに諸議案について、「今議会




































（ 1 ） 本稿は、東京都としての意見ではなく、私見を述べたものである。
（ 2 ） マイナンバー対応とは、各種申請書にマイナンバーを記入してもらうための記載欄の追加、個人情
報を管理するためにマイナンバーと紐付けるシステム改修等を指す。
（ 3 ） 例えば、住民票コードを変換して個人番号を指定、個人番号の生成を地方公共団体情報システム機
構に要求、個人番号漏えい時等の個人番号変更等がある。
（ 4 ） 内閣府・総務省「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成
25 年法律第 27 号）第 9 条第 2 項に基づく条例制定について」、平成 26 年 10 月 24 日。
（ 5 ） 例えば、民主党の馬淵澄夫の発言（第 180 回国会『社会保障と税の一体改革に関する特別委員会』、
平成 24 年 5 月 23 日）。
（ 6 ） 第 183 回国会『参議院本会議』、平成 25 年 3 月 6 日。
（ 7 ） 厚生労働省政策統括官付情報政策担当参事官室「地方公共団体（社会保障分野）における社会保
障・ 税 番 号 制 度 の 導 入 に 向 け た 対 応 に つ い て 」（2014 年 ）（http://www.mhlw.go.jp/file/06-
Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000088816.pdf、最終閲覧日 2017 年 9 月 30 日）。
（ 8 ） 総務省大臣官房企画課個人番号企画室長・総務省自治行政局住民制度化長発「社会保障・税番号制
マイナンバー条例の概要とその政策的特質 55
度に係る地方公共団体の中間サーバー整備の共同化・集約化について」、平成 26 年 1 月 16 日付け総
官企第 8 号、総行住第 4 号。
（ 9 ） 厚生労働省政策統括官発「平成 26 年度社会保障・税番号制度システム整備事業の実施について」、
平成 26 年 6 月 25 日付け政社発 0625 第 1 号。厚生労働省事務次官発「平成 26 年度社会保障・税番号
制度システム整備費の国庫補助について」、平成 26 年 6 月 25 日付け厚生労働省発政 0625 第 1 号。
（10） 名 古 屋 市「 名 古 屋 市 定 例 記 者 会 見 」、2017 年 3 月 6 日（http://www.city.nagoya.jp/mayor/
page/0000090447.html、最終閲覧日 2017 年 9 月 30 日）。
（11） 中核市市長会「社会保障・税番号制度の円滑な運用に関する緊急要請」、2015 年 3 月 10 日。
（12） 都道府県および関係団体の CIO（情報化統括責任者）等で構成された「都道府県 CIO フォーラム」
の第 12 回春季会合（2015 年 2 月 3、4 日開催）では、都道府県担当者から「独自条例はいつ制定す
べきか」等の質問が相次いだ（日経 BP、2015）。
（13） 東京都特別区長会が、総務省及び内閣官房に対し、「社会保障・税番号制度の円滑な導入のための
緊急要望」、2014 年 2 月 18 日（http://www.tokyo23city-kuchokai.jp/katsudo/pdf/yobo_260218_01.





（15） 神奈川県『総務政策常任委員会会議録』平成 27 年 7 月 1 日。
（16） 東京都情報公開・個人情報保護審議会『社会保障・税番号制度の導入に伴う東京都における特定個
人情報保護のあり方について（中間のまとめ）』平成 26 年 12 月。
（17） 『都政新報』2013 年 5 月 14 日。
（18） 内閣府 HP「マイナンバー（社会保障・税番号制度）～もっと便利に暮らしやすく～」（http://
www.cao.go.jp/bangouseido/law/mynumber.html、最終閲覧日 2017 年 9 月 30 日）。
（19） 『都政新報』2015 年 6 月 9 日。
（20） 『都政新報』2014 年 11 月 11 日。
（21） 同上。
（22） 『都政新報』2015 年 4 月 14 日。
（23） 同上。
（24） 同条例第 26 条「情報公開条例第三十九条第一項に規定する東京都情報公開・個人情報保護審議会
は、個人情報保護制度に関する重要な事項について、実施機関の諮問を受けて審議し、又は制度運営
について実施機関に意見を述べることができる」。
（25） 『都政新報』2014 年 10 月 21 日。
（26） 東京都情報公開・個人情報保護審議会『社会保障・税番号制度の導入に伴う東京都における特定個
人情報保護のあり方について（答申）』平成 27 年 3 月。
（27） 東京都『東京都議会定例会会議録』平成 27 年 9 月 29 日。
（28） 同上。
（29） 東京都『平成 27 年第三回定例会本会議』平成 27 年 9 月 30 日。









（38） 東京都『総務委員会』平成 27 年 9 月 16 日。
（39） 東京都『総務委員会』平成 27 年 10 月 2 日。
（40） 同上。
（41） 東京都『平成 27 年第四回定例会本会議』平成 27 年 12 月 1 日。
（42） 東京都『平成 27 年第四回定例会本会議』平成 27 年 12 月 16 日。
（43） 同上。
（44） 同上。
（45） 東京都『文教委員会速記録第十八号』平成 27 年 12 月 11 日。
（46） 同上。
（47） 神奈川県『平成 29 年第 1 回神奈川県議会定例会議案（条例その他）』、平成 29 年 3 月 24 日。
（48） 神奈川県政策局情報企画部情報公開課「『個人情報保護制度の見直し（条例の一部改正）骨子案』
についてご意見をお寄せください」、2014 年 10 月 1 日（www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attach 
ment/737554.docx、最終閲覧日 2017 年 9 月 30 日）。
（49） 神奈川県『平成 29 年第 1 回神奈川県議会定例会議案（条例その他）』平成 29 年 3 月 24 日。
（50） 神奈川県「平成 27 年 11 月 9 日付け　神奈川県 ICT 推進本部通知（各所属長宛て）」平成 27 年 11
月 9 日。
（51） 神奈川県『平成 26 年第三回定例会本会議』平成 26 年 10 月 14 日。
（52） 神奈川県『総務政策常任委員会会議録』平成 26 年 9 月 30 日。
（53） 神奈川県『平成 27 年第三回定例会本会議』平成 27 年 9 月 8 日。
（54） 神奈川県『平成 27 年第三回定例会本会議』平成 27 年 9 月 17 日。
（55） 同上。
（56） 神奈川県『平成 27 年第三回定例会本会議』平成 27 年 10 月 15 日。
（57） 神奈川県『総務政策常任委員会会議録』平成 27 年 7 月 1 日。
（58） 同上。




（62） 神奈川県『平成 29 年第一回定例会本会議』平成 29 年 3 月 24 日。
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 The purpose of this paper is to clarify policy regarding the implement of My Number （“Individual 
Number”） and related policy by local authorities.  The authors examined the relationship between My 
Number Ordinances as implemented by two local authorities （Tokyo and Kanagawa） and the law （“the 
Act on the Use of Numbers to Identify a Specific Individual in the Administrative Procedures”）.  They 
also examined the composition of the ordinances, and investigated the processes under which they were 
enacted.
 The results of can be summarized as follows; First, the establishment of a new ordinance or revision 
of an existing ordinance was an autonomous policy choice made by local governments.  Second, regarding 
policy, local governments referred to other municipalities, invited experts, or had cross-departmental re-
views.  It also became apparent that the enactment process of local ordinances and the revision process of 
existing local ordinances were not based on factional political maneuvers.  Finally, regarding the enact-
ment and revision of new ordinances, heads of local governments were somewhat indifferent.
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